
廃 止 リ フ ォ ー ム 休 止

3 3 0 0

11 3 2 6

0 0 0 0

4 1 3 0

11 1 7 3

9 1 7 1

14 4 2 8

17 7 8 2

5 3 2 0

5 4 1 0

0 0 0 0

4 1 3 0

0 0 0 0

83 28 35 20

合 計 廃 止 リ フ ォ ー ム 休 止

83 28 35 20

(▲3,782,208) (▲2,870,936) (▲68,535) (▲842,737)

▲ 5,549,566 ▲ 3,549,012 ▲ 72,385 ▲ 1,928,169

事 業 の 見 直 し 一 覧 表（一般会計）

令和２年度当初予算編成における見直し事業件数

合 計
左 の 内 訳部 局 名

防災対策部

（上 段 一般財源）

戦略企画部

総務部

医療保健部

子ども・福祉部

環境生活部

地域連携部

見 直 し 事 業 費

見 直 し 事 業 件 数

部外

合 計

農林水産部

雇用経済部

県土整備部

警察本部

教育委員会



（注）調書の各記号の意味は、以下のとおりです。
「◇」・・・令和元年度特定政策課題枠のもの
「□」・・・令和２年度特定政策課題枠のもの
「◎」・・・市町予算と関係があると思われるもの
「▲」・・・いわゆる「当然減」によるもの

番 施策 基本事業

◇ □ ◎ ▲ 号 番号 番 号 廃止 リフォーム 休止 6月補正後
予算額Ａ 当初要求額Ｂ Ｂ－Ａ

◇ 1 「防災の日常化」推進緊急プ
ロジェクト事業費 1 4,504 0 -4,504 令和元年度で事業が完了するため廃

止する。 防災対策部

2 地域防災課題解決プロジェク
ト事業費 1 2,000 0 -2,000 令和元年度で事業が完了するため廃

止する。 防災対策部

▲ 3 被災者生活再建支援基金出
資金 1 601,455 0 -601,455 被災者生活再建支援基金への拠出

を終えたことから廃止する。 防災対策部

4 226 22601

高等教育機関連携推進事業
費
（旧 高等教育機関連携推進
事業費）
（旧 大学生版サミット開催事
業費）

1 7,798 1,036 -6,762
事業をより効率的に実施するため、大
学生版サミット開催事業費を高等教
育機関連携推進事業費に統合する。

戦略企画部

5 行運1 40101

行動計画進行管理事業費
（旧 行動計画進行管理事業
費）
（旧 まち・ひと・しごと創生総
合戦略推進事業費）

1 26,561 22,892 -3,669
第２期総合戦略は、第三次行動計画
と一体化するため、まち・ひと・しごと
創生総合戦略推進事業費を行動計
画進行管理事業費に統合する。

戦略企画部

▲ 6 個人企業経済調査費 1 60 0 -60 令和2年度から国直轄調査となるため
廃止する。 戦略企画部

▲ 7 生産動態統計調査費 1 2,695 0 -2,695 令和2年度から国直轄調査となるため
廃止する。 戦略企画部

▲ 8 商業動態統計調査費 1 4,332 0 -4,332 令和2年度から国直轄調査となるため
廃止する。 戦略企画部

▲ 9 経済センサス－基礎調査費 1 34,610 0 -34,610 5年に1回の周期調査のため、次回調
査実施まで休止する。 戦略企画部

▲ 10 経済センサス－活動調査試
験調査費 1 1,454 0 -1,454

5年に1回の周期調査にかかる当該年
度の準備調査が終了したため、次回
まで休止する。

戦略企画部

▲ 11 国勢調査準備調査費 1 1,362 0 -1,362
5年に1回の周期調査にかかる当該年
度の準備調査が終了したため、次回
まで休止する。

戦略企画部

▲ 12 国勢調査調査区設定費 1 14,451 0 -14,451
5年に1回の周期調査にかかる当該年
度の準備調査が終了したため、次回
まで休止する。

戦略企画部

▲ 13 全国消費実態調査費 1 42,521 0 -42,521 5年に1回の周期調査のため、次回調
査実施まで休止する。 戦略企画部

事 業 の 見 直 し 調 書

区   分

細 事 業 名

（単位：千円）

説       明 部局名

令和元年度 令和２年度 差   引



（注）調書の各記号の意味は、以下のとおりです。
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▲ 14 漁業センサス費 1 293 0 -293 5年に1回の周期調査のため、次回調
査実施まで休止する。 戦略企画部

▲ 15 高齢者福祉施設整備費利子
補給補助金 1 156 0 -156

高齢者福祉施設等の施設整備に伴う
借入金の償還が完了したことから、廃
止する。

医療保健部

16 123 12303

がん患者支援事業費
（旧 がん患者等相談支援事
業費）
（旧 緩和ケア体制推進事業
費）

1 42,027 42,030 3

第４期三重県がん対策戦略プランの
３本柱「がん予防」「がん医療の充実」
「がんとの共生」にあわせて、がん患
者等相談支援事業費と緩和ケア体制
推進事業費を統合する。
（リフォームによる削減効果は５千円）

医療保健部

17 144 14402

動物愛護管理推進事業費
(旧 動物愛護管理推進事業
費)
(旧 狂犬病予防法等施行事
務費)
(旧 小動物管理費)

1 130,268 143,735 13,467

事業をより効率的に実施するため、狂
犬病予防法等施行事務費、小動物
管理費を動物愛護管理推進事業費
に統合する。
（リフォームによる削減効果は40千
円）

医療保健部

18 144 14404

生活衛生関係営業指導費
(旧 生活衛生諸費)
(旧 生活衛生関係営業指導
事業費)

1 28,119 27,788 -331
事業をより効率的に実施するため、生
活衛生諸費、生活衛生関係営業指
導事業費を、生活衛生関係営業指導
費に統合する。

医療保健部

19 私立幼稚園施設耐震化整備
費補助金 1 664 0 -664 令和２年度は該当する施設整備がな

いため休止する。 子ども・福祉部

◎ ▲ 20 民生委員一斉改選事務費 1 5,230 0 -5,230 民生委員の改選は３年に一度である
ため、次回改選まで休止する。 子ども・福祉部

▲ 21 131 13101 地域福祉推進啓発事業費 1 1,095 515 -580
「三重県地域福祉支援計画」及び「三
重県再犯防止推進計画」の策定に伴
い、当該部分に係る事業を休止す
る。

子ども・福祉部

◎ 22 132 13201 障がい者就労支援事業費 1 18,903 14,463 -4,440

社会的事業所創業支援モデル事業
について、県内で一定数の社会的事
業所が創業されたことから廃止する。
また、知的障がい者就労支援講座に
ついて、就労移行支援事業所の増加
に伴うニーズの変化により廃止する。

子ども・福祉部

◇ ▲ 23 133 13302 家庭的養護推進事業費 1 140,310 227,024 86,714

「三重県社会的養育推進計画」策定
に伴い、当該部分に係る事業を休止
する。
また、地域小規模児童養護施設への
職員加算が措置費の対象となったこ
とに伴い、ユニット体制強化推進事業
の一部を廃止する。
（リフォームによる削減効果は15,089
千円）

子ども・福祉部

▲ 24 231 23101 少子化対策県民運動等推進
事業費 1 11,513 2,218 -9,295

「希望がかなうみえ 子どもスマイルプ
ラン」の改訂完了に伴い、当該部分
に係る事業を休止する。

子ども・福祉部
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◎ 25 232 23201 思春期ライフプラン教育事業
費 1 1,468 1,608 140

赤ちゃんふれあい体験事業および命
の教育セミナー事業について、事業
に一定の成果が得られたことから廃
止する。
（リフォームによる削減効果は200千
円）

子ども・福祉部

◎ 26 233 23301 保育対策総合支援事業費 1 79,589 77,554 -2,035

令和元年度から新設した保育体制強
化事業補助金を活用することで、通
訳者の配置など、保育士の負担軽減
を同様に図ることができるため、家庭
支援推進保育保育士配置基準改善
事業費補助金を廃止する。

子ども・福祉部

◎ 27 安心こども基金保育基盤整備
事業費 1 190,586 0 -190,586 令和２年度は該当する施設整備がな

いため休止する。 子ども・福祉部

◎ 28 233 23301 次世代育成支援特別保育推
進事業補助金 1 50,526 90,289 39,763

補助金の目的を一定達成したと考え
られるため、病児・病後児保育広域対
応支援事業費補助金を廃止する。
（リフォームによる削減効果は400千
円）

子ども・福祉部

▲ 29 三重県立子ども心身発達医
療センター整備事業費 1 42,101 0 -42,101

三重県立子ども心身発達医療セン
ターの整備にあたり廃止した草の実リ
ハビリテーションセンターおよび小児
心療センターあすなろ学園跡地につ
いて、解体工事後の工損調査および
用地測量を終えたため、事業を廃止
する。

子ども・福祉部

▲ 30 211 21101 人権施策総合推進事業費 1 7,732 2,152 -5,580
県民意識調査は、7年に1回の周期調
査のため、次回調査実施まで休止す
る。

環境生活部

▲ 31 専門学校生への経済的支援
実証研究事業費 1 512 0 -512

国の実証研究事業が終了し、新たな
制度が設けられたことにより廃止す
る。

環境生活部

32 233 23303 私立高等学校等教育費負担
軽減事業費 1 178,950 142,481 -36,469 国の修学支援制度の拡充に伴い、不

要となる助成を廃止する。 環境生活部

33 227 22701
資料収集整備費
（旧 資料収集整備費）
（旧 県史編さん刊行費）

1 56,015 27,787 -28,228
県史本冊を全巻刊行したことに伴い、
県史編さん刊行費を資料収集整備費
に統合する。

環境生活部

34 151 15101 環境経営促進事業費 1 5,330 673 -4,657
三重県財政の健全化に向けた集中
取組において令和元年度を終期とし
ているため、Ｍ－ＥＭＳ審査員維持研
修・普及啓発委託事業を廃止する。

環境生活部

◎ 35 154 15402 浄化槽設置促進事業補助金 1 157,169 137,481 -19,688

効率的に転換をすすめるため、個人
設置型補助事業で、10人槽を超える
すべての浄化槽や家屋の建て替えに
より設置される浄化槽等を補助対象
外に変更する。

環境生活部

◇ 36 212 21202

みえの輝く女子プロジェクト事
業費
（旧 みえの輝く女子プロジェ
クト事業費）
（旧 みえの活躍女子はぐくみ
プロジェクト事業費）

1 7,924 6,939 -985
事業を効率的に実施するため、みえ
の活躍女子はぐくみプロジェクト事業
費をみえの輝く女子プロジェクト事業
費に統合する。

環境生活部
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▲ 37 男女共同参画意識調査事業
費 1 3,721 0 -3,721 ５年に１回の周期調査のため、次回

調査実施まで休止する。 環境生活部

38 213 21301 多文化共生がもつ力の活用
事業費 1 23,647 10,429 -13,218

令和２年度より留学生への奨学金給
付の新規募集を停止し、継続分のみ
の給付とする。

環境生活部

▲ 39 広域的拠点スポーツ施設整
備費補助金 1 50,000 0 -50,000 事業実施期間終了に伴い、廃止す

る。 地域連携部

◎ 40 豊かな自然を活かしたアウトド
アスポーツまるごとPR事業費 1 1,750 0 -1,750

地域内のアウトドア事業者が参加し、
アウトドアスポーツのブラッシュアップ
とともに、事業者同士のネットワーク化
や連携が図られた。南部地域のアウト
ドアスポーツをPRする動画を紹介す
るウェブサイトを事業者が継続して運
営するなど取組が定着したことから廃
止する。

地域連携部

◎ 41 地域インターン推進事業費 1 1,531 0 -1,531
南部地域においてインターンに取り
組む事業者や参加者が一定程度増
加し、市町、事業者においてノウハウ
が確立されたため廃止する。

地域連携部

◎ 42 251 25102
地域づくり人材支援事業費
（旧 選ばれる南部地域を目
指して推進事業費）

1 9,756 4,251 -5,505

政策体系の見直しに伴い、事業を再
編し、選ばれる南部地域を目指して
推進事業費のうち、都市部と地域との
交流する場を設ける取組について
は、ノウハウが定着するなど、一定の
成果があったため廃止する。同事業
費のうち、ミエノワプロジェクト及び関
係人口創出事業は、新たに地域づく
り人材支援事業費として実施する。

地域連携部

43 みえのみらいづくり塾開催事
業費 1 4,303 0 -4,303

受講生が中心となり、地域課題の解
決に向けた取組が継続されるなど、
一定の成果が得られたため廃止す
る。

地域連携部

44 255 25503

特定振興地域推進事業費
（旧 特定振興地域推進事業
費）
（旧 伊勢志摩であい交流スク
エア整備事業費）

1 11,095 11,374 279

交流スクエアの産業用地は全て売却
し、残地の維持管理のみとなったこと
から、伊勢志摩であい交流スクエア整
備事業費を特定振興地域推進事業
費に統合する。
（リフォームによる削減効果は9千円）

地域連携部

◎ ▲ 45 知事選挙市町等交付金 1 452,845 0 -452,845 平成31年4月に三重県知事選挙を執
行したことにより休止する。 地域連携部

▲ 46 知事選挙費 1 10,962 0 -10,962 平成31年4月に三重県知事選挙を執
行したことにより休止する。 地域連携部

▲ 47 知事選挙臨時啓発費 1 6,948 0 -6,948 平成31年4月に三重県知事選挙を執
行したことにより休止する。 地域連携部

◎ ▲ 48 県議会議員選挙市町等交付
金 1 347,163 0 -347,163 平成31年4月に三重県県議会議員選

挙を執行したことにより休止する。 地域連携部
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▲ 49 県議会議員選挙費 1 16,012 0 -16,012 平成31年4月に三重県県議会議員選
挙を執行したことにより休止する。 地域連携部

▲ 50 県議会議員選挙臨時啓発費 1 1,137 0 -1,137 平成31年4月に三重県県議会議員選
挙を執行したことにより休止する。 地域連携部

◎ ▲ 51 参議院議員選挙費 1 790,717 0 -790,717 令和元年7月に参議院議員選挙を執
行したことにより休止する。 地域連携部

▲ 52 参議院議員選挙臨時啓発費 1 4,208 0 -4,208 令和元年7月に参議院議員選挙を執
行したことにより休止する。 地域連携部

▲ 53 農林水産物の東京オリ・パラ
に向けた総合推進事業費 1 2,423 0 -2,423 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

54 311 31101

みえフードイノベーション総合
推進事業費
（旧 みえフードイノベーション
総合推進事業費）
（旧 みえ農林水産ひと結び塾
事業費）

1 76,669 72,530 -4,139
人材育成に関する事業をより効率的
に実施するため、みえ農林水産ひと
結び塾事業費をフードイノベーション
総合推進事業費に統合する。

農林水産部

55 312 31201

三重の水田農業構造改革総
合対策事業費
（旧 三重の水田農業構造改
革総合対策事業費）
（旧 ゴマ新需要創出産地支
援事業費)

1 128,790 331,969 203,179

事業をより効率的に実施するため、ゴ
マ新需要創出産地支援事業費を三
重の水田農業構造改革総合対策事
業費に統合する。
（リフォームによる削減効果は239千
円）

農林水産部

56 312 31201

園芸特産物生産振興対策事
業費
（旧 園芸特産物生産振興対
策事業費）
（旧 東京オリ・パラに向けた三
重の農産物販売力強化促進
事業費）

1 286,965 59,525 -227,440
事業をより効率的に実施するため、東
京オリ・パラに向けた三重の農産物販
売力強化促進事業費を園芸特産物
生産振興対策事業費に統合する。

農林水産部

◇ 57 園芸品目輸出対応型産地形
成支援事業費 1 3,094 0 -3,094

農産物の輸出について、新たな手法
を取り入れ、海外に拠点を持つ旅行
事業者等と連携した販路開拓事業費
として取り組むため、当事業について
は廃止する。

農林水産部

58 312 31202

みえの畜産物供給体制確立
事業費
（旧 東京オリ・パラへの畜産物
供給体制構築事業費）

1 16,668 8,707 -7,961

東京オリ・パラへの畜産物供給体制
構築事業費のうち、「みえ生まれみえ
育ちの高品質ブランド和牛供給体制
構築事業」において終了した研究に
ついては削減を行い、これまでに得ら
れた成果を活用し、高ゲノム和牛受
精卵の供給体制の構築等を目指す
事業に見直して実施する。

農林水産部

59 311 31104

畜産農場認証制度等導入促
進事業費
（旧 JGAP家畜・畜産物等の
導入加速化推進事業費）

1 5,013 3,181 -1,832

JGAP指導員資格の取得職員が一定
数確保できたため、新たな資格取得
研修に係る費用を削減する。今後
は、畜産農場における早期の認証取
得を目指すため、人材育成や衛生管
理の指導を中心とした事業に見直し
て実施する。

農林水産部



（注）調書の各記号の意味は、以下のとおりです。
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◎ 60 154 15402

団体営農業集落排水整備促
進事業費
（旧 団体営農業集落排水整
備促進事業費）
（旧 団体営農業集落排水整
備支援事業費）

1 224,347 151,425 -72,922
事業をより効率的に実施するため、
団体営農業集落排水整備支援事業
費を団体営農業集落排水整備促進
事業費に統合する。

農林水産部

◇ 61 253 25301

三重まるごと自然体験展開事
業費
（旧 三重まるごと自然体験促
進事業費）

1 15,277 13,244 -2,033 事業をより効率的に実施するため、情
報発信の内容を見直して実施する。 農林水産部

▲ 62 国営等関連特別県単事業費 1 3,000 0 -3,000
令和２年度は国営等関連特別県単事
業費の要件に該当する事業がないた
め、休止する。

農林水産部

◎ 63 147 14701 獣害につよい地域づくり推進
事業費 1 252,119 311,238 59,119

補助金の目的を一定達成したため、
地域捕獲力強化促進事業補助金を
廃止する。
（リフォームによる削減効果は1,000千
円）

農林水産部

▲ 64 サミットのレガシーを活用した
海女漁業活性化事業費 1 1,083 0 -1,083 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

▲ 65 三重ノリ生産・販売体制構築
事業費 1 1,779 0 -1,779 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

▲ 66 海女漁業の魅力向上事業費 1 303 0 -303 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

▲ 67 東京オリ・パラに向けたみえの
水産物販売力強化事業費 1 1,526 0 -1,526 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

▲ 68 海女等みえの漁業者の所得
向上モデル構築事業費 1 999 0 -999 事業実施期間終了に伴い廃止する。 農林水産部

◎ 69 水産関係施設機能保全等支
援事業費 1 285 0 -285 令和２年度は事業の実施箇所がない

ため休止する。 農林水産部

70 KUMINAOSHIによる協創推
進事業費 1 905 0 -905

令和元年度の取組により、ＫＵＭＩＮ
ＡＯＳＨＩによる協創の考え方が部内
の各事業に一定浸透したものと考え
られることから廃止する。

雇用経済部

71 323 32305

新エネルギー導入促進事業
費
（旧：新エネルギー導入促進
事業費）
（旧：バイオリファイナリー・エ
ネルギー産業活性化推進事
業費）

1 9,890 13,723 3,833

三重県新エネルギービジョンの具現
化に向けて事業をより効果的に実施
するため、バイオリファイナリー・エネ
ルギー産業活性化推進事業費を新
エネルギー導入促進事業費に統合
する。
（リフォームによる削減効果は6,376千
円）

雇用経済部

▲ 72 四日市コンビナートBCP強化
緊急対策事業費 1 14,248 0 -14,248 発電用施設周辺地域振興基金の終

了に伴い廃止する。 雇用経済部

▲ 73 発電用施設周辺地域振興基
金積立金 1 294 0 -294 発電用施設周辺地域振興基金の終

了に伴い廃止する。 雇用経済部
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74 332 33201

戦略的営業活動展開推進事
業費
（旧：戦略的営業活動展開推
進事業費）
（旧：地域の魅力発信・販路拡
大支援事業費）

1 9,892 10,276 384

事業をより効果的に実施するため、地
域の魅力発信・販路拡大支援事業費
を戦略的営業活動展開推進事業費
に統合する。
（リフォームによる削減効果は2,142千
円）

雇用経済部

▲ 75 流域下水道事業特別会計繰
出金 1 2,581,446 0 -2,581,446

令和2年度から流域下水道事業特別
会計が企業会計に移行することに伴
い廃止する。

県土整備部

◎ ▲ 76 移住促進のための空き家リノ
ベーション支援事業 1 4,800 0 -4,800 事業実施期間終了に伴い廃止する。 県土整備部

77 353 35303

宅地建物取引業法等施行事
務費
（旧 宅地建物取引業法施行
事務費）
（旧 建築士法施行事務費）

1 4,915 4,518 -397
事業を効率的に実施するため、建築
士法施行事務費と宅地建物取引業
法施行事務費を統合する。

県土整備部

◎ ▲ 78 住宅金融支援機構事務費 1 150 0 -150 災害復興住宅融資等にかかる工事審
査が廃止されたことに伴い廃止する。 県土整備部

▲ 79 次期三重県建設産業活性化
プラン策定費 1 2,829 0 -2,829 事業終了に伴い廃止する。 県土整備部

◇ 80 222 22201

地域課題解決型キャリア教育
モデル構築事業費

（旧 地域課題解決型キャリ
ア教育モデル構築事業費）

（旧 未来を拓く職業人育成
事業費）

1 41,511 24,222 -17,289
事業をより効率的に実施するため、未
来を拓く職業人育成事業費を地域課
題解決型キャリア教育モデル構築事
業費に統合する。

教育委員会

▲ 81 ＰＣＢ処理事業費 1 217,734 0 -217,734
県立学校で保管している高濃度ＰＣＢ
廃棄物の処理の完了に伴い事業を
廃止する。

教育委員会

82 224 22401

いじめ対策推進事業費
（旧 いじめ対策推進事業費）
（旧 インターネット社会を生き
抜く力の育成事業費）

1 9,581 5,910 -3,671
事業をより効率的に実施するため、イ
ンターネット社会を生き抜く力の育成
事業費をいじめ対策推進事業費に統
合する。

教育委員会

83 221 22104

子どもと本をつなぐ環境整備
促進事業費
（旧 子どもと本をつなぐ環境
整備促進事業費）
（旧 学力向上のための高校
生ビブリオバトル推進事業費）

1 905 765 -140
事業をより効率的に実施するため、学
力向上のための高校生ビブリオバト
ル推進事業費を子どもと本をつなぐ
環境整備促進事業費に統合する。

教育委員会

28 35 20 7,555,518 2,005,952 -5,549,566合 計


